
1 

 

組織的な大学院教育改革推進プログラム 平成２１０年度採択教育プログラム 

事業結果報告書 作成・記入要領（案） 
 

 
 
 
 
 
 
 
１．一般的留意事項について 

 
(1)  組織的な大学院教育改革推進プログラム平成２１１年度採択教育プログラム事業結果報

告書は、この作成・記入要領に基づいて作成してください。 

 

(2) 提出された事業結果報告書の内容〔後記３．のⅠ．Ⅱ．Ⅲ．及びⅣ．の(１)～(５)〕は、

事後評価結果とともに基本的に原文のまま公表します。教育プログラムの実施状況、成

果等について、広く社会に分かりやすく紹介するという観点から作成してください。 

 

 

 

 

 

(3) 学校教育法第１００条ただし書に定める組織の場合は、様式にある「研究科」を適宜読

み替えて作成してください。 

 
(4) 事業結果報告書は、パソコンを使用し、以下の書式に合わせて作成してください。 
用紙サイズ Ａ４版縦型、上下左右余白１７ｍｍ 
ページ数 １２ページ以内 

（提出カード及び「６．審査結果による留意事項への対応」 
        「７．教育研究経費の効率的・効果的な使用」を除く）

文字の大きさ １０．５ポイント明朝体（ゴシック、アンダーライン等は適宜可） 
文字数・行数 横書き（１行４５文字程度、１ページ４５行） 
色 白黒（カラー不可） 
見出し １．×××（改行）（１）×××（改行）①×××として、統一 
図、表、写真 本文に出てくる順にそれぞれ一連の番号と標題を付す 

図 ：図１○○○、図２○○○…… 
表 ：表１○○○、表２○○○…… 
写真：写真１○○○、写真２○○○…… 
（写真に人物が写っている場合、写っている本人の許諾を予め得ておくこと）

なお、公表の際には、これらの図、表、写真は白黒で表示される予定です。

平成２１０年度組織的な大学院教育改革推進プログラム採択教育プログラムの評価は、各大

学から提出される「事業結果報告書」、「追加資料」及び「大学院学生の動向等」の他、採択時

の「計画調書」、「審査結果表」等を参考にして①個別書面評価、②合議評価、③現地調査（必

要に応じて実施）及び委員会・評価部会が必要に応じて求める情報により行われます。事業結

果報告書は、以下の一般的留意事項並びに事業結果報告書の作成・記入方法にしたがって作成

してください。 

※本事業結果報告書のみが事後評価結果と共に公表されるものであることを踏ま

え、追加資料を添付する場合でも、当該資料を参照する文言（「『○○報告書』＊

ページ参照」、「追加資料の通り･･･」等）は使用しないでください。 

資料６－２ 
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２．平成２１０年度組織的な大学院教育改革推進プログラム事業結果報告書提出カード（以下、

提出カードという）の作成・記入方法について 

 

(1)「機関名」欄には、法人の種別（国立大学法人、学校法人等）は記入せず、大学名のみ（採

択後変更があった場合は H243.4.1 現在の新名称と旧名称、変更年月日を記入のこと）を

記入してください。 

 

(2)「整理番号」欄には、教育プログラムの採択時に通知された「採択課題整理番号」を記入

してください。（人社系： GD001～02511、理工農系： HE001～02611、医療系： IF001

～01507） 

 

(3)「１．分野（系）」欄には、採択教育プログラムの該当する系（人社系・理工農系・医療

系）を記入してください。 

 

(4)「２．教育プログラムの名称」欄には、計画調書（修正変更版）に記載された通りの教育

プログラム名を記入してください。なお、副題がある場合は、（ ）書きで表記してくだ

さい。 

 

(5)「３．関連研究分野（分科）」欄の「関連研究分野（分科）」欄には、計画調書（修正変更

版）に記載された通りに、関連研究分野（分科）を主なものを左から３つ以内で記載し

て下さい。 

「キーワード」欄には、教育プログラムの内容を示すキーワードを、主なものを左から５

つ以内で記載してください。（当該教育プログラムの特色を示すキーワードであり、申請

時のキーワードには関係しない） 

（キーワードの例） 

FD の充実、コースワーク等の充実、学生への修学上の支援、外国人教員による英語授

業、キャリアパス形成 等 

※上記の例に限らず、教育プログラムの特色を示すキーワードを記載して下さい。 

 

(6)「４．研究科・専攻名」欄には、計画調書（修正変更版）に記載された「主たる研究科・

専攻名」、「その他関連する研究科・専攻名」（ともに採択後組織改編があった場合は

H243.4.1 現在の新名称と旧名称、改編年月日を記入のこと）を記入してください。 

 

(7)「５．取組代表者及び取組実施担当者」欄には、H243.3.31 現在の当該教育プログラムの

取組代表者及び取組実施担当者を記入するとともに、年齢、所属研究科・専攻・職名、

現在の専門、学位（全て H243.3.31 現在）を記入してください。また、採択後、取組代

表者及び取組実施担当者に交替があった場合は、交替年月日を記入してください。 

 

提出部数 片面印刷（印刷原稿用） １部 
両面印刷・２穴あけ・左側綴じのり付け ５部 
事業結果報告書及び提出カードの電子データ（ＣＤ－ＲＷ） 
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(8)「６．事務担当者連絡先」欄には、本件について責任をもって対応できる事務担当者の氏

名及び連絡先等を様式にしたがって記入してください。メールアドレスについては、担

当係のアドレスなど、できるだけ複数の人が確認できるアドレスにしてください。 

   また、複数プログラムの事業結果報告書を提出する大学は、本欄は同一の事務担当者

（とりまとめ部局の担当者）としてください。 

  ※個人情報の取扱いは、当該事業の実施に係る用途のみに限定いたします。 

 

３．平成２１０年度組織的な大学院教育改革推進プログラム 採択教育プログラム事業結果

報告書の作成・記入方法について 

 

１ページ目上段の枠内には、「教育プログラムの名称」、「機関名」、「キーワード」を提出

カードに従って記入してください。また、H243.3.31 現在の「主たる研究科・専攻等」、「取

組代表者名」を記入してください（提出カードの記載と必ず一致するように記入してくだ

さい）。 

 

Ⅰ．研究科・専攻の概要・目的 

「Ⅰ．研究科・専攻の概要・目的」には、当該教育プログラムを実施した主たる研究科・

専攻の概要（専攻の構成、学生数、教員数（ともに H232.5.1 現在）、これまでの教育研究

活動の状況、課題等）及び人材養成目的について記入してください。 

 

Ⅱ．教育プログラムの目的・特色 

「Ⅱ．教育プログラムの目的・特色」には、採択時に提出した計画調書（留意事項等を踏

まえ変更を加えた場合は、修正変更版）に基づき、教育プログラムの目的と特色（養成さ

れる人材像、期待された成果、独創的な点など）について要点を簡潔にまとめて記入して

ください。 

 

 Ⅲ．教育プログラムの実施計画の概要 

採択時に提出した計画調書（留意事項等を踏まえ変更を加えた場合は、修正変更版）に

基づき、教育プログラムの当初の実施計画の概要（支援期間内に実施しようとした具体的

な取組）について記入してください。 

また、履修指導及び研究指導のプロセスについて全体像と特徴が分かるように図示され

た「履修プロセスの概念図」を必ず掲載してください。 

 

 Ⅳ．教育プログラムの実施結果 

「Ⅳ．教育プログラムの実施結果」の１～３については、次のような構成で記入してくだ

さい。 

①当初どのような課題があり、②何がどのように改善されたのかを「１．教育プログラ

ムの実施による大学院教育の改善・充実について」に、③それによってどのように成果が

あがったのかを「２．教育プログラムの成果について」に、④どのような課題が残された

のか、⑤今後、その課題をどのように解決していくのかを「３．今後の教育プログラムの

改善・充実のための方策と具体的な計画」とする。 

※記入に際しては、「Ⅲ．教育プログラムの実施計画の概要」の内容を踏まえて、上記の関
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連性が明確になるよう工夫してください。 

 

(1)「１．教育プログラムの実施による大学院教育の改善・充実について」 

「１．教育プログラムの実施による大学院教育の改善・充実について」には、「Ⅲ．教育

プログラムの実施計画の概要」に掲げた教育プログラムがどのように実施されたかにつ

いて具体的な取組状況（例：カリキュラムの実施状況、セミナー・インターンシップ・

シンポジウム等の実施状況や具体的事例、海外教育研究機関への大学院生の派遣状況、

大学院生の研究プロジェクトへの参加状況・具体的事例など）を図表（データを含む）

や写真等を交えて記入してください。 

また、当該教育プログラムの実施により、取組を実施する前の課題や問題点がどのよ

うに解決され、その結果、大学院教育の実質化（教育の課程の組織的展開の強化）を踏

まえ、どのような大学院教育の改善・充実につながったのかについて、分かりやすく示

してください。 

また、当該教育プログラムの実施により、どのように教育研究環境の整備などの大学

院教育の質的な向上がなされ、取組を実施する前の課題や問題点が如何に改善・充実し

たのかについて示してください。 

 

(2)「２．教育プログラムの成果について」 

  「２．教育プログラムの成果について」には、「Ⅲ．教育プログラムの実施計画の概要」

に掲げた教育プログラムの実施にあたって、具体的にどのような成果が得られたのか、

当該教育プログラムの趣旨にふさわしい定量的なデータ（例：就職率、入学志願者数、

定員充足率、学生の活動量（論文や学会発表数）等）を取り上げつつ説明してください。

（別途資料として提出する「大学院学生の動向等」に項目のない指標でも結構です）ま

た、定量的なデータに現れにくい顕著な成果についても併せて示してください。 

 

(3)「３．今後の教育プログラムの改善・充実のための方策と具体的な計画」 

「３．今後の教育プログラムの改善・充実のための方策と具体的な計画」には、「１．教

育プログラムの実施による大学院教育の改善・充実について」、「２．教育プログラムの

成果について」を踏まえた、今後の課題が把握され、改善・充実のための方策及びそれ

を反映した支援期間終了後の具体的な実施計画について記入してください。（大学が独自

に実施した自己点検・評価報告、各種アンケート結果等を含めて記入） 

 

(4)「４．社会への情報提供」 

「４．社会への情報提供」には、当該教育プログラムによって実施された教育取組及び

その成果等についての社会に対する情報提供（例：ホームページへの掲載、活動報告書、

パンフレットの作成・配布等）の実施状況を具体的に記入してください。 

 

(5)「５．大学院教育へ果たした役割及び波及効果と大学による自主的・恒常的な展開」 

 ①「(1)当該大学や今後の我が国の大学院教育へ果たした役割及び期待された波及効果が

得られたか」には、「１．教育プログラムの実施による大学院教育の改善・充実につい

て」、「２．教育プログラムの成果について」を踏まえ、当該大学や我が国の大学院教

育へ果たした役割及び波及効果があった実績、また、波及効果が期待できる状況につ
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いて示してください。（本項目については、学長、副学長等が記入されるか、取組実施

担当者（代表者）が記入される場合には学長・副学長等と協議の上、記入してくださ

い） 

 

  ②「(2)当該教育プログラムの支援期間終了後の、大学による自主的・恒常的な展開のた

めの措置が示されているか」には、「３．今後の教育プログラムの改善・充実のための

方策と具体的な計画」を踏まえ、当該教育プログラムの支援期間終了後の大学による

経費措置等を含めた、自主的・恒常的な展開のための措置について記入してください。

（本項目については、学長、副学長等が記入されるか、取組実施担当者（代表者）が

記入される場合には学長・副学長等と協議の上、記入してください） 

 

※ 「Ⅰ．研究科・専攻の概要・目的」～「５．大学院教育へ果たした役割及び波及効果と

大学による自主的・恒常的な展開」の項目については合計１２ページ以内（図表含む）

で記入してください。 

※ 様式に記載されている記載項目については、変更または削除をしないでください。 

 

(6)「６．審査結果による留意事項への対応」 

①「〔留意事項〕」には、当該教育プログラムの審査結果表に掲載されたとおりに、留意

事項を記入して下さい。 

②「〔対応状況〕」には、当該教育プログラムの審査結果表に掲載された留意事項への対

応状況について、具体的に記入してください。 

 

(7)「７．教育研究経費の効率的・効果的な使用」 

  ①「〔各経費の支出明細〕」には、年度毎の「交付金額（直接経費のみ）」を記入するとと

もに、「経費区分」欄についても、それぞれの経費の支出実績について、公募要領の「経

費の範囲」及び研究拠点形成費等補助金（若手研究者養成費）取扱要領の「補助対象

経費」の区分により、記入してください。それぞれの費目の内訳については、内容が

ある程度分かるように記入してください。 
なお、年度毎の、４つの経費区分の当初計画（大学負担含む、「計画調書（修正変更

版）」によること）を記入するとともに、補助金（a）の合計は年度毎の「交付金額（直

接経費のみ）」と一致するように記入し、且つ補助金（a）と大学負担(b)の合計は、支

出した金額の合計（支出実績）と一致するように記入してください。 

また、返納や預金利息がある場合、「その他」に「返納」「利息」として金額を記入

してください。（「利息」がある場合は、合計金額が交付金額と一致する必要はありま

せん）。 

 
②「〔各経費の使用状況〕」には、「Ⅲ．教育プログラムの実施計画の概要」に掲げた教育

プログラムの実施に際して、効率的・効果的な使用のために配慮した点について記入

してください。また、採択時の当初計画（「計画調書（修正変更版）」によること）か

ら経費に関する変更点等がある場合は併せて記入してください。 
  
※ 金額の単位は「千円」単位とし、合計が一致するように端数調整をしてください。 
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４．当該教育プログラムの実施状況を示す追加資料の提出について 

 

  当該教育プログラムの実施に関係する教育研究活動についてまとめた報告書等があれば、

２件（二種類）に限り提出することができます。 

また、年度別に作成された報告書等については、併せて１件として取り扱うこととし、

評価実施において特に参考となる資料があれば必ず提出してください。 

  なお、提出部数は各５部とし、提出に際しては、対応する教育プログラムが明確となる

よう、任意の様式により提出カード「提出追加資料一覧」に資料名及び（備考等に資料内

容を記入し、説明）の添付及び報告書等追加資料の表紙右上に整理番号及び大学名を必ず

記入してください。 

  複数年度分の資料を提出する場合は、「追加資料一覧」に、提出する資料の年度を必ず記

入し、全ての資料の表紙右上に整理番号及び大学名を記入してください。 
 

５．その他 

 

組織的な大学院教育改革推進プログラムで採択された教育プログラムに関連する学生

のアンケートを実施した場合、その結果をあわ併せて送付してください。当該教育プログ

ラムの実施状況を示す追加資料に含まれる場合は、任意の様式による提出カード「提出追

加資料一覧」にその旨及び該当頁を記入してください。 
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組織的な大学院教育改革推進プログラム 平成２１０年度採択教育プログラム 

 大学院学生の動向等 記入要領 

 

 

 

 

 

 

１．記入方法 

項目ごとに、教育プログラムを実施した専攻等（プログラムを申請した際の組織単位）

について、指定する過去４年の状況を記入してください。 

また、研究科単位の取組など複数の専攻で同一の教育プログラムを実施した場合は、

関係する全ての専攻の数値を合算するとともに、修士課程及び博士前期課程（２年間）、

博士後期課程（３年間）、博士課程（５年一貫制）、医歯獣医学の博士課程（４年制）の

課程別とし、事項毎に各年度のデータ集計時期にしたがって記入してください。 

※ 対象とならない項目は斜線を引くとともに、該当する数値が「０」の場合は空

欄にせず「０」を記入してください。（集計の都合上、対象とならない表やワーク

シートを削除しないでください） 

 

① 「１．大学院学生の在籍及び学位授与状況」欄について、「定員充足率」、「学位授

与率」は数式を入力してあり、小数点以下は四捨五入されます。 

※ 「学位授与率」については、修士課程の場合においては当該年度の学位授与数を

標準修業年限前（修了から２年前）の入学者数で除した数値、博士課程の場合に

おいては当該年度の課程博士授与数を標準修業年限前（修了から３年前）（医・

歯・獣医学は４年前、５年一貫制の場合は５年前）の入学者数で除した数値とし

てください。（「学位授与率算出基準年度の入学者数」欄を基準に自動計算） 

※ 「社会人」については、職に就いている者、すなわち、給料、賃金、報酬、その

他経常的な収入を目的とする仕事に就いている者としてください。ただし、企業

等を退職した者及び主婦なども含みます。 

 

② 「２．大学院学生への経済的支援」欄について、「在籍者数に対する割合」は数式

を入力してあり、小数点以下は四捨五入されます。 

 

③ 「３．大学院学生の学会発表、論文発表数」欄には、所属する学生が学会にて発表

した「学会発表数」及び所属する学生が学術雑誌等（紀要、論文集等も含む）に発

表した（印刷済及び採録決定済のものに限り査読中・投稿中のものは除く。）「論文

発表数」を記入してください。 

なお、論文発表数は、所属する学生が代表又はファーストオーサーとなっている

もの、共同で執筆したもののいずれについても１件としてカウントしてください。 

 

 

この「大学院学生の動向等」データは、別途依頼しております事後評価における個

別の教育プログラムの評価のための、参考資料として使用します。 
また、提出された「大学院学生の動向等」のデータは、類型別に集計の上、本プロ

グラムの成果等の情報提供のために活用させていただくこととなります。 
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 ④ 「４．他機関における教育の状況」欄には、所属する学生に、国際性を身に付け

させること、実務を学ばせることや最先端の研究を体験させること等を目的として、

企業、公的研究機関、他大学など他の機関へ派遣した場合、その数を記入してくだ

さい。（企業等（インターンシップ）については、派遣期間が１ヶ月未満及び１ヶ月

以上のそれぞれについて記入し、公的研究機関及び他大学への派遣については、１

ヶ月以上を記入して下さい。） 

 

⑤ 「５．大学院学生の就職・進学状況」欄について、「修了者数に対する割合」、「就

職者」、「就職・進学以外の者」、修士課程及び博士前期課程の「進学者」は数式を入

力してあり、小数点以下は四捨五入されます。 

  「就職者」「進学者」「就職・進学以外の者」の内訳の記入に当たっては、全ての

年度について、報告書作成時点で把握している最新の人数を記入してください。 

  「公的な研究機関」欄及び「企業（研究開発部門）」欄には、研究施設、企業にお

いて科学研究者（人文・社会も含む）として専門的・科学的な仕事に従事する者の

数を記入してください。 

 「企業（その他の職種）」欄には、企業において研究職以外の職業に従事する者の

数を記入してください。 

「上記以外の職種」欄には、各区分欄に含まれない職業に従事する者を記入して

ください。なお、技術的な仕事に従事するもの（例えば、大学の技術職員、病院等

で医師・歯科医師・薬剤師等の専門的・技術的な仕事に従事する場合など）につい

ては、備考欄にその内数を記入してください。 

「その他」欄には、未就職・未進学等の者の数を記入してください。 

「不詳」欄には、進路が不明な者の数を記入してください。 

「※主な就職・進学先等」欄には、上記記載の平成 210 年度～平成 232 年度の修

了者の主な「就職先」、「進学先」（実績の上位３件程度）を記入してください。 

 

 

     

２．提出方法 

電子データを「平成２１０年度 組織的な大学院教育改革推進プログラム採択教育プ

ログラム事業結果報告書」の電子データと併せてＣＤ－ＲＷに保存し、提出してくださ

い。 
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